
※必ず委任者本人がすべて記入してください。代筆の場合は裏面もご記入ください。

　　令　和　　　　年　　　　月　　　　日

( 電話番号  -  - 今別町長　様

㊞ 生年月日
大正・昭和
平成・令和

年 月 日 代理人(頼まれる方)

住所

氏名
  ( ) 大正・昭和・平成・令和

生年月日

※  各証明書手数料　　300円

１、納税証明書 通の交付

２、所得証明書 通の交付

通 　  通 ３、(非)課税証明書 通の交付

通 　２．所得証明書(児童手当用)　　　　　　 年度分 　  通 ４、資産証明書 通の交付

通 　  通 ５、公簿等の閲覧 通の交付

通 　  通 ６、その他（　　　　　　　　　　　　 ）

　　　　） 通 委任者(頼む方)

住所

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 通 氏名 ㊞

大正・昭和・平成・令和

生年月日

担当者名　　　　印

※本人、同居親族以外の場合は委任状が必要です。

※法人の場合は社名・社印を押してください。

年　 　　  　　  月　     　　　　日生

※　但し、資産証明書、評価証明書、公課証明書は、資産毎（土地・家屋）に　５　を　１　件とし、１　増す

証　　　明　　　書

住　　所

　１. 資産証明書

　2. 評価証明書

年度分

納　税　証　明　

　1.官公署　　2.金融機関　　3.学校　　4.勤務先　　5.その他（　　　　　　　　　　　）

１．本人　　　２．同居親族　　　３．代理人　※代理人の場合は委任状の提出が必要です

年　 　　  　　  月　     　　　　日生

委　任　状

　私は、上記の者を私の代理人に選任し、下記の一切の権限を委任します。

年度分

）

①あなたの住所・氏名等を記入してください。

　３．その他

　３．(非)課税証明書

年度分

　４．その他

申請者①との関係

②どなたの証明が必要ですか。

年度分

　３. 課税証明書

年度分

　４. 公課証明書

　２．納付額確認書（国保税）※手数料無料

　１．所得証明書

固　定　資　産　税 町　県　民　税

使用目的

窓
口
に

来
た
方

(

申
請
者

)

証
明
書
が

必
要
な
人

令 和 年 月 日今別町長　様

住　　所

　　毎に４０円増徴する　　（土地・家屋の資産がある場合は、６００円の手数料となります。）

そ　の　他　証　明　等

年度分

　５．その他（

　１．納税証明書

税務諸証明交付申請書

(ふりがな)

氏　　名

(ふりがな)

氏　　名

市町村
取扱使用欄 本人確認書類（有・無） ３.面識

　1. 　免　・　外　・　住　・　障　・　パ　・　他（　　 　　　　　　　　　　）

　2.　 保　・　年　・　介　・　後　・　他（　　 　　　　　　　　　　　　　　）



１　本人確認書類の提示について

　大 ・昭 ・ 平 ・ 令

  その際は表面とあわせて、下記の代理人記載記録欄も記入してください。

【税務諸証明交付申請書　注意事項】

   方は、相続人を確認するためにと戸籍謄本等の提示が必要になる場合があります。

②固定資産税証明書は、賦課期日時（１月１日）から所有者が変わった場合は、

代筆の理由

生年月日
　　年　　　　月　　　　日

窓口に来られた方については、本人確認書類の提示が必要になる場合があります。

２　署名について

窓口に来られた方の署名が必要です。署名がない場合は記名押印が必要です。

法人で申請される場合は、代表者印（会社名および代表者名入り）を押印してください。

可能となります。

１　代理人は委任状とあわせて、本人確認書類の提示が必要です。
２　記入漏れや申請内容に不備がある場合には、手続きをお断りする場合があります。

代筆した方の氏名

該当する年度の所得について申告等がない方は、別途申告が必要（非課税の方も同様）

代筆した方の住所

  委任者（頼む方）本人が手書きできない場合は、代筆も認められます。

郵送にて請求される場合は、本人確認書類の写しと各種証明書手数料分の定額小為替

を同封、もしくは現金書留にて郵送してください。

２　郵送での請求について

代理記載記録欄

３　委任状の提出について

窓口に来られた方が代理人である場合には、委任状の提出が必要です。

４　所得・課税証明について

①相続登記のために評価証明書等を申請する場合、所有者と同一世帯の親族以外の

６　固定資産税証明書について

【委任状　注意事項】

   現在所有者であることが確認できる書類（登記事項証明書、売買契約書等）の提示

   が必要です。

になる場合があります。

５　納税証明について

該当する年度分において未納がある場合は、未納分を納付していただいた上で交付が

　 通常の証明書の申請となりますので、ご了承ください。

③固定資産評価額通知書の交付申請の際、青森地方法務局発行の固定資産評価依頼書

　 が必要です。固定資産評価依頼書がない場合、また登記目的以外での申請の場合は、


	Sheet1

